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市 民 文 化 部 
 

 

○ 市 民 課（真和志支所、首里支所，小禄支所含む）                  

（要望事項） 

  銘苅庁舎内市民サービスセンターの業務拡大について 
   銘苅庁舎内市民サービスセンターは、平成１５年６月から証明書交付事務のみの業務を開始している
が、交付件数は年々増えている（平成１５年度 １８，０９７件、平成１６年度 ３５，７９５件）。

行政事務においては、申請（届出）と交付は一体であるので、更なる市民サービス向上のため、申請

（届出）業務もできるように要望する。 
 
□要望事項に関する措置 
  市民サービスセンターの利用状況は地域の人口増加に伴い年々増加の傾向にあります。市民の方から

も申請（届出）業務も実施してほしいとのご意見・ご要望等も増えてきており、更なる市民の利便性を

図る必要性を感じております。 
しかしながら、業務の拡大を図るためには、人員配置はもちろんのこと、スペース・設備等の面から

多額の費用を必要とします。 

市民課の限られた予算や職員定数の中で、いかに効率的な予算執行や人的配置を行い市民サービスの

向上を図るかが求められます。 

今後の利用状況や市民のご意見、費用対効果、三支所の機能見直しなどを含め総合的な観点から検討

していきたいと思います。 

 
○ 文  化  振  興  課                                          

（注意・留意事項） 
（１）支出負担行為について（注意事項） 

支出予算の執行手続きについて、市民会館運営管理費の原材料費（187,530 円）、那覇市文化振興

ビジョン策定事業（文化行政審議委員）の非常勤職員報酬（120,500 円）、費用弁償（41,600 円）

については、支出の原因となるべき契約その他の行為がなされ、支出の義務が生じているにもかか

わらず３月３１日時点において支出負担行為がなされていない。支出負担行為として整理する時期

については、その時期を失することのないよう注意されたい。 

（２）契約事務について（注意事項） 
業務委託契約については、次のような不適切な契約内容があった。 

① 那覇市契約規則第２０条に基づき、指名競争入札に付するときはなるべく５人以上指名するも

のとされているが、１０件中２件において２人及び３人の指名となっている。 

② 那覇市契約規則第２１条の３に基づき、随意契約によるときはなるべく２人以上から見積書を

徴するべきであるが、２１件中１３件において１人だけの見積書徴取になっている。 

これらの規定は、地方公共団体が事業執行に当たり、公正、機会均等、経済性を確保する必要

から規定されているので、今後はこれらの契約に関する規定を遵守していただきたい。 
（３）コピー等実費徴収金について（留意事項） 

コピー代金の実費徴収金は那覇市会計規則第２７条（収納取扱員の指定金融機関等への払込み）第

３項に従い、毎月末締めとし翌日の正午までに金融機関へ払い込むことで出納室と調整されているが、

実情は年２回に分けて指定金融機関への払込みをしている。収納取扱員の指定金融機関への払い込み
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については、規則を遵守し適正な業務執行に留意されたい。 

 
□注意事項に関する措置 
（１）支出負担行為について 

   支出負担行為として整理する時期については、那覇市予算決算規則を遵守し、時期を失すること

がないようにいたします。 
（２）契約事務について 

  ① 指名競争入札に付するときはなるべく５人以上指名し、また、② 随意契約によるときはなる

べく２人以上から見積書を徴するよう、今後の契約において規則を遵守し、公正、機会均等等が図れ

るよう努めてまいります。 

 

□留意事項に関する措置 
  コピー等実費徴収金の指定金融機関への払込みについては、出納室と調整のとおり、規則を遵守し、

適正な業務執行に努めてまいります。  
 

○ 歴 史 資 料 室                                          

（注意事項） 
（１）支出負担行為について 

支出予算の執行手続きについて、市史編集事業の印刷製本費(396,900 円)、横内家資料整理費の消

耗品費（298,683 円）、尚家継承文化遺産保存整理事業の庁用備品（288,000 円）については、支出

の原因となるべき契約その他の行為がなされ、支出の義務が生じているにもかかわらず３月３１日

時点において支出負担行為がなされていない。支出負担行為として整理する時期については、その

時期を失することのないよう注意されたい。 

（２）契約事務について 
業務委託契約については、次のような不適切な契約内容があった。 
那覇市契約規則第２１条の３に基づき、随意契約によるときはなるべく２人以上から見積書を徴

するべきであるが、９件中６件において１人だけの見積書徴取になっている。 
この規定は、地方公共団体が事業執行に当たり、公正、機会均等、経済性を確保する必要から規定

されているので、今後はこれらの契約に関する規定を遵守していただきたい。 
 
□注意事項に関する措置 
（１）支出負担行為について 

支出負担行為として整理する時期については、那覇市予算決算規則を遵守し、時期を失すること

がないようにいたします。 
（２）契約事務について 

  随意契約によるときはなるべく２人以上から見積書を徴するよう、今後の契約において規則を遵守

し、公正、機会均等等が図れるよう努めてまいります。 
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議 会 事 務 局 

 

 

○  庶 務 課 

（注意・検討事項） 

（１）予算要求及び執行の在り方について（注意事項） 

   議会を活性化するために非常勤職員を配置し、議会体験型の事業として、「議会サポーター（仮

称）制度」の導入を目指したが、市議会議員との協議が整わず、議会サポーター（仮称）に対する報

償費等が未執行となっている。 
予算要求・執行に当たっては、事前に、事業の意図・目的、対象、内容、期待される効果及び事

業費等を事務局並びに市議会議員との十分な協議・調整を踏まえ、適正な予算要求・執行に注意さ

れたい。 
（２）事務局非常勤職員要綱見直し及び非常勤職員就労要綱制定について(検討事項) 

    議会事務局には、非常勤職員として事務員、会派秘書、運転手、議会史編さん室参与及び議会史編
さん員の 5 つの職が設置されている。現在の那覇市議会事務局非常勤要綱第３条（職務）は、会派
秘書のみの職務内容となっている。同要綱は、議会事務局非常勤職員の共通事項を定め、個々具体的

な勤務条件については、それぞれの非常勤職員の設置目的に合わせ個別に就労要綱を定める必要があ

ることから見直しを検討されたい。 
また、非常勤職員の業務内容、勤務日、勤務時間及び任用期間等の勤務条件を明確にする観点から、

非常勤の事務員及び会派秘書の就労要綱の制定を検討されたい。 
（３）交際費(弔事)について（検討事項） 

     議会事務局における「公費で対応する弔事」については、「那覇市議会議員並びにその他の者の弔
事に関する内規」により、対象者の範囲、香典料、供花、弔電などが決められている。市議会議員等

の取扱い（金額）については、市長事務部局と異なった取扱いとなっている。 
「公費で対応する弔事」についての取扱いは、市長事務部局などとのバランスを考慮した取扱い

が望まれることから検討されたい。 
 
□注意事項に関する措置 
  今回、報償費等が未執行となったことについては、予算要求の段階において、事業の実施について議

員の十分な理解が得られないまま予算が計上されたことにより執行が留保され、予算要求・執行の在り

方としては、適正さを欠いたものと認識しております。 

今後は、事前に議会運営委員会等の場で、各議員と十分な協議・調整を諮りながら適正な予算要求・

執行に当りたいと考えております。 

 

□検討事項に関する措置 

（１）事務局非常勤職員要綱見直し及び非常勤職員就労要綱制定について 

    那覇市議会事務局非常勤要綱の見直しについては、共通事項については、那覇市非常勤職員要綱の

例によることとし、議会事務局に配置する非常勤職員の就労要綱については、勤務条件を明確にする

ため非常勤職員の設置目的に合わせ個別の就労要綱を制定します。 

（２）交際費(弔事)について 
    市議会議員等への香典料等については、他市議会の状況等も踏まえ、市長部局も参考にしながら見
直しを検討しているところです。 
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水 道 部 

 
 
○ 企 画 経 営 課 

（検討事項） 
  水道給水条例における水道料金表の総額表示について 
   消費税法の改正に伴い、事業者は、商品又はサービスの対価をあらかじめ表示する場合は、平成１６

年４月１日から消費税額を含んだ価格（総額表示）を表示しなければならないこととなっている。下水

道使用料金表は条例改正時に合わせて、基本料金及びそれぞれの従量料金ごとに消費税を含んだ総額表

示をしている。一方、水道料金については、水道料金表で基本料金と従量料金の合計料金に消費税額を

含んだ総額を表示しているが、給水条例中の水道料金表は、料金を算定する際の算定式を示しているも

のであり、総額表示義務規定は適用されないと判断し、料金表へは消費税額を含んだ総額表示をしてい

ない。 
   しかしながら、水道料金と下水道使用料金は一括して収納しているので、消費者が分かりやすく、そ

の整合性を持たせる上でも早めに水道料金表についても消費税を含んだ価格の表示（総額表示）を検討

されたい。 
 
□検討事項に関する措置 
消費税法が改正され、平成１６年４月１日から事業者には、商品又はサービスの対価を表示する場合

は、消費税相当額を含んだ総額表示が義務付けられており、下水道使用料については、平成１６年４月

１日に料金改定があったため、条例上でも消費税相当額を含んだ総額表示となっております。 
一方、水道料金については、水道料金早見表、納入通知書及び領収書については、既に消費税相当額

を含んだ総額表示となっているが、総額表示義務の規定が給水条例中の料金の規定に適用されるかどう

か国税庁、厚生労働省、総務省、日本水道協会、他の水道事業体等に照会を行い、検討いたしました。 
その結果、条例中の料金の規定は、料金を算定する際の算定式を示しているものであり、商品又は

サービスの対価を表示する場合に該当せず、総額表示義務規定は適用されないと判断し、条例改正しな

いこととしました。 
しかしながら、総額表示については、消費者の視点に立ってスタートしたものであり、事前に消費税

額を含む価格が一目でわかるようにするためのものであることや、平成１７年４月１日に上下水道を統

合したことで状況が変わったことなどから、次回料金改定等の改定時には統一する方向性で改正してい

きたいと考えております。 
 
○ 財 政 課 

（注意・努力事項） 
（１）予算執行について（注意事項） 
    当初、工務課で泊配水地の空地へのフェンス設置のため計上した予算を、フェンス設置の必要がな

くなり、その分を財政課に使途変更したが、財政課でも明確な利用計画がなく、結果としてその分を

補正減とした。予算の流用・使途変更はあくまでも明確な執行目的を持ってなされるべきであるので、

予算の適正、効率的な執行に注意されたい。 
（２）普通財産（土地）の管理状況について（努力事項） 
    普通財産（土地）の管理（占用部分）において、①水源地用地（宜野湾市在・７筆、５０５．１１

㎡）、②旧導水管用地（浦添市在・２０筆、宜野湾市在・１４３筆、４，４２０．８６㎡）は、以前、
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那覇市が宜野湾市に水源地を確保し、那覇市へ導水管を布設していた時の残地であり、現在において

は占用する必要性がないので、普通財産の効率的な活用の面から、早急に隣接する地主等への売却に

努力されたい。 
 
□注意事項に関する措置 
今回の施設費については、財政課において明確な必要性を認めていないにもかかわらず、予算流用増

額した後、減額補正するという一連の予算処理は、不適切なものと認識しております。 
今後は、予算の必要性を充分検討した上で、適正及び効率的な予算執行（流用・補正等）に当たりた

いと考えております。 
 
□努力事項に関する措置 
現在、旧導水管用地等の処分準備作業状況としまして、隣接地の登記簿（所有者・住所）、住民票

（住所）、戸籍（続柄）及び戸籍附票（住所の追跡）を基に「隣接地主の情報」を作成し、水道誌等か

ら、導水管布設工事にいたる経緯（土地収用等）の資料収集を続けています。 
また、宜野湾市から「大山地区区画整理事業計画に係る、旧導水管用地等４３筆の処分留保」の要請

があることから、これらの土地については処分予定から除外しています。 
宜野湾市大山地区は、住民説明会を開催し、その後売買交渉を行う予定です。なお、当該用地は「強

制収用・米軍布設管用地の賠償補償」という歴史があることから、住民説明会開催前に大山地区の自治

会長や数人の地主等と事前協議を行う予定です。 
以上のように、処分に向けての作業を進めているところでありますが、ご指摘のように、最優先事項

として処分するよう努力します。 
 
○ 料 金 課 

（検討事項） 
随意契約について 
水道メーター検針業務委託、及び水道メーター開閉栓業務委託は、那覇市管工事協同組合と随意契約

している。契約額が多額（２件で７，４８９万７千円）でもあり、市民サービスを低下させることなく

最小の経費で最大の効果を挙げるという予算の効率性、入札の透明性や公正性を高める面から、競争入

札の導入を検討されたい。 
 
□検討事項に関する措置 
開閉栓業務は、市民からの依頼による申出開閉栓業務と滞納開閉栓業務があり、両方とも止水栓の開

閉を伴う作業で、市民ニーズに応え、より迅速かつ的確に業務を遂行するためには、十分な地域の把握

が必要であります。 

  転居時の開閉栓・臨時検針業務にあっては、繁忙期（３・４月）に通常の２倍の件数が発生し、その

業務を熟知しているものでなければ対処が難しい状況であり、また滞納開閉栓業務にあっては、滞納状

況における個人情報を保有していることから、毎年委託業者が変わると情報の漏えいに繋がる恐れがあ

ります。いずれにしても業務が混乱なく円滑に遂行されるには、徹底された業務指導が必要となり委託

先の変更に伴う事前研修が要求されます。 

検針業務は、市内一円に設置されている水道メーターを２地区に分けて隔月検針を行っておりますが、

一人月平均約２９００件、一日当り約１７０件を検針するため、その道順やメーター位置の特定、さら

に領収書も兼ねる検針票の正確な投函等の業務が十分遂行できるまでには約４ヶ月から６ヶ月の月数が

必要であります。また、検針員は現場で直接市民に接し適切な対応が求められる業務であるため、入札

にすると入札毎に業者が変わることが予想され、それに伴い検針員も変わり業務の不慣れによる市民
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サービスの低下が懸念されることから、これまで随意契約により両業務の委託を行ってきましたが、ご

指摘のとおり予算の効率性、契約の透明性、公正性の面及び市民サービス低下の回避、開閉栓業務・検

針業務のスムーズな移行等々を勘案しながら競争入札の導入を検討しているところであります。 

 
○ 管 理 課 

（是正・要望事項） 
（１）維持管理業務の随意契約について（是正事項） 
  那覇市管工事協同組合と維持管理業務契約金額２７１，２２８，８０４円の年間単価契約で随意契

約を締結している。 
  業務は維持管理工事の施工業務及び夜間保安業務を委託し、業務の内容と範囲は、送配水管及び付

属施設の補修工事、他工事に起因する送配水管の移設及び弁栓室類の調整工事、緊急を要する調査及

び工事、夜間保安業務である。 
  那覇市管工事協同組合は、維持管理業務を円滑に施工するため組合員６８社に加入条件を付して那

覇市水道工事センターを設置し、那覇市水道工事センター加入者７社に請け負わしている。 
  随意契約とは、競争の方法によることなく、任意に特定の者を選んで契約を締結する契約方法であ

るので、今後、維持管理業務の工事の内容・範囲を峻別し、真にやむをえないもの以外は透明性のあ

る競争入札の契約方法に是正されたい。 
（２）指名競争入札の入札参加辞退について（要望事項） 
  鉛給水管取替工事の指名競争入札１２件中、４件の工事について入札参加辞退届が提出され、指名

替えをして再度入札を行った。 
  指名競争入札は、執行伺、契約依頼、指名選定委員会、指名通知等の事務に約３０日間を要し、入

札参加辞退があると事務に要する時間が更に費やされる。 
  那覇市水道事業基本計画の中で鉛給水管取替工事を平成１４年度から平成２２年度までにすべての

鉛給水管を取り替える計画をしている。 
  今後も鉛給水管取替工事が予定されているので、工事の内容や契約方法に創意工夫し入札参加辞退

者がでないように要望する。 
 
□是正事項に関する措置 
那覇市上下水道局と那覇市管工事協同組合と維持管理業務を円滑に施工するため維持管理業務委託契

約書及び維持管理業務要綱等を作成し随意契約を行っております。 
工事センターが施工できる工事の範囲については維持管理要綱の第４条の各号に掲げるとおりとする。 
（１）送配水管及び付属施設の補修工事 
（２）他工事に起因する送配水管の移設及び弁栓類等の調整工事 
（３）止水栓の開閉業務（滞納開栓の電話があった場合開栓し、住所氏名及び口径・メーター番号を確認

し明朝、料金課に引継ぎすること）この場合は、精算伝票で処理すること。 
（４）前各号の工事のほか緊急を要する調査及び工事 
となっております。 
さらに本契約を準拠し管工事組合との間で災害時等における応急活動の協定も結んで、漏水事故等の

早期修理、二次災害防止や市民サービスに努め、水道事業の健全な経営運営に多大に貢献しています。 
今後は維持管理業務の工事内容・範囲を峻別して対応していきながら、競争入札を含めた契約方法に

ついても検討していきたいと考えています。 
 
□要望事項に関する措置 
工事費の算出根拠は、沖縄県土木工事標準積算基準書、実施単価表並びに厚生労働省水道事業実務必

895 



            那 覇 市 公 報  号外第６６０号  2005（平成 17）年 10 月 18 日 

携を採用して積算しています。 
今回の鉛給水管取替工事も、工事の内容、積算の根拠や契約方法について、適正に執行されているも

のと考えており、入札参加辞退の問題に関しては業者側の都合によるものだとも考えています。 
平成１７年度におきましては、入札参加辞退の問題に鑑み、早期発注と１工事あたりの工事費規模を

大きくして、入札を行ったところ、すべての工事において落札業者が決定いたしました。 
 
○ 配 水 課 

（指摘事項） 
 指名競争入札の業者選定について 
  量水器取替業務委託の契約締結は、指名競争入札の年間単価契約である。 
  この契約は、那覇市水道局指名競争入札参加者の指名基準及び選定に関する要綱第２条１項３号「そ

の他水道事業管理者が必要と認める事項」の規定に基づき指名業者を選定した。 
指名業者の選定は、「給水装置工事主任技術者が３名以上、かつ、平成１３年度～１５年度中の工事

実績が平均７０点以上であること。」を条件としているが、指名業者選定１０社は、給水装置工事主任

技術者３人以上の業者１０社、過去３年度工事実績が平均７０点以上の業者９社であるが、１社は条件

が整っていないにもかかわらず指名している。落札は、条件が整っていない業者である。 
指名競争入札が機会均等に、かつ公正に行われる必要があるので、今後の指名競争入札は明確な指名

基準に沿って指名するよう指摘する。 
 
□指摘事項に関する措置 
量水器取替え業務につきましては、年間を通して局と連携をとりながら市民と直接対応する業務であ

ること、又、小口径（１３㎜）から大口径（２００㎜）まで取り替えること、さらに緊急に取替えを行

う場合があるため事務所の対応能力及び相当の施行能力が必要であります。 
今回指摘がありました量水器取替え業務の指名基準の明確については業者の施行実績、技術者の人数、

組織力、機動力、信頼性等総合的に判断して選定条件が明確になるように検討します。 
 
 

市 立 病 院 

 

 

○ 管 理 課                          

 （注意事項等） 

（１）契約の履行について（注意事項） 
 医療廃棄物処理業務委託契約において、落札後、保証人を立てることが契約条件となっていたが契

約締結時において保証人の確保がされていなかった。当然、その段階で契約条件不履行を理由に、速

やかに再入札すべきであった。 
 日々排出される大量の医療廃棄物、限られた保管スペースからやむなく契約未締結の状況下で当該

業者が処理することを黙認し、約２ヶ月経過後の平成１６年６月１１日付けで保証人条項を除いた契

約を当該業者と締結した。当該契約書では、委託期間を同年４月１日に遡及し、同年６月３０日まで

とする特別条項を設けて４月分からの委託料の支出を行ったことは、契約のあり方として、不適切な

処理である。 
 医療廃棄物を処理する現状の厳しさについては、一定の理解が出来るとしても、こと契約に当たっ

ては法令等を遵守しなければならない。 
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（２）契約の方法について（留意事項） 
 医療現場で従来、要望の強かった病棟事務業務委託を平成１６年１月分から３月分までの３ヶ月間、

３病棟限定で試行するために当該業者と随意契約を締結した。試行期間の１ヶ月延長と入札準備のた

め翌年度 4 月分のみを同業者と自治法施行令第１６７条の２第１項第４号「競争入札に付すること
が不利・・・」適用で随意契約し、同年５月分から指名競争入札に変更したことである。 
 このような契約の方法は、同一年度中途において、特段の状況変化もないまま指名競争入札に移行

する合理的理由とは認めがたく、それぞれの契約方法の法的根拠も異なり、相互に矛盾することから

適正でないと思料するので、今後は改められたい。 
（３）随意契約について（要望事項） 
 平成１４年度の決算審査において、病院全体として随意契約が多いとの指摘がなされたところであ

るが、今回の定期監査においても、自治法施行令１６７条の２第１項第１号適用の随意契約を除いた

としても、随意契約の割合が高いと思われるので、契約の基本原則は、競争入札であるとの認識のも

とに契約業務に当たるべきである。 
 病院における入札・契約業務にあっては、医療業務の特殊性、専門性を勘案しながら、併せて透明

性、客観性、競争性の確保を要望する。 
 
 □注意事項に関する措置 
   今後は法令等を遵守し、適切に実施いたします。 
   なお、契約条件でありました「保証人の確保」については、工事契約等を参考に、必要かどうかを

検討した結果、平成１７年度の契約から削除いたしました。 
 
 □留意事項に関する措置 
   今後は、そのように実施いたします。 
 
 □要望事項に関する措置 
   病院においては、人命を預かる施設という特殊な事情があり、医療現場の混乱、業務運営の質の低

下を招かないようあらゆる視点から考慮し、契約事務を進めております。今後も、契約の基本を尊重

し、慎重に調査のうえ、個々の契約を検討したいと考えております。 
   なお、近年、随意契約から入札に変更した主な契約は次のとおりです。 
  １ 保清業務   平成１５年度入札に変更 決算額   32,281 千円 
  ２ 給食業務   平成１５年度入札に変更 決算額  191,702 千円 
  ３ 病棟事務   平成１６年度入札に変更 決算額   17,451 千円 
４ 受付業務   平成１６年度入札に変更 決算額   56,315 千円 
  ５ 医事業務   平成１７年度入札に変更 予算額  151,311 千円 
     注）契約名称は省略してあります。 

 
○ 医 事 課                             

（注意・検討事項） 

（１）契約事務について（注意事項） 
業務委託契約については、随意契約の方法による 10 件のうち 5 件の契約の中で次のような 7 箇所

の不適切な契約内容があった。 
① 那覇市契約規則第 21 条の２に基づき予定価格を定めなければならないが予定価格が設定され

てないもの2件 
② 那覇市契約規則第 21 条の 3 に基づき 2 人以上の者から見積書を徴するべきであるが、徴して
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ないもの 1件 
③ 随意契約をするには、地方自治法施行令第167 条の 2第 1項の第 1号から第 9号に該当する必

要があるが、それらの随意契約理由に該当しないもの3件 
④ 一括発注が可能と考えられる契約を２回に分けて契約して第１号を適用したもの１件 
更に、使用料及び賃借料の契約についても、予定価格が設定されてなく、見積書を徴してなく、随

意契約理由に該当しないなどの契約事務における不備が1件あった。 
これらの規定は、地方公共団体が事業執行に当たり、公正、機会均等、経済性を確保する必要から

規定されているので、今後はこれらの契約に関する規定を遵守していただきたい。 
（２）診療費請求事務について（検討事項） 
平成15年度に比べて平成16年度（平成17年 3月 31日現在）は、未収金（滞納繰越自己負担分合

計）が1億 7,077 万 1,392 円から 2億 213万 8,712 円、不納欠損額が3,100 万 3,201 円から 1,578 万

1,835 円、収納率は 85.9％から 85.8％へと変化している。そして、平成 15 年度決算では純利益は 4

億 4,353 万 7,295 円であったが、不納欠損額3,100 万 3,201 円の分だけ純利益が減少する結果となっ

ており、平成16年度も同様に不納欠損額1,578 万 1,835 円の分だけ純利益が減少することになる。 

このように未収金 2 億 213 万 8,712 円は平成 15 年度より 3,136 万 7,320 円多くなっており、不納

欠損処分との関係で将来の損益に影響を与える要因となるものである。従って、徴収業務の強化を行

い徴収率を向上させることにより、不納欠損額の減少に努めるとともに、時効の消滅を待って不納欠

損処分にすることがないように一層の徴収努力をされたい。 
そのためには、患者の自己負担額については、未収金の発生を極力防止するとともに、発生した場

合の早期回収に努めることが重要であり、また、入院患者については、長期間分にわたる場合はでき

るだけ請求回数を増やすことを検討する必要がある。本院においては長期入院患者の診療費を１日か

ら月末分を翌月１０日に定期請求しているが、例えば、早期収納を図るために現在の１０日遅れの請

求をもっと早めて行うなど、未収額が減少するよう努めていただきたい。 
 
□注意事項に関する措置 
① 今後は適正に執行します。 

   ② 医事課で大量に発生する個人情報記載の紙類をリサイクルするためのシュレッター処理が可能な

業者は県内に 1 社しかないため、2 人以上の者からの見積書は徴収できないが、今後は起案時にそ

の旨の記載を行ないます。 

   ③ 人間ドックの食事提供業務（2 件）と給食業務の委託の適用条項を地方自治法施行令第 167 条の

2第 1項第 2号とすべきところを、誤って那覇市契約規則第21条第 6項、地方自治法施行令第167

条の２第 1項第４号としたもの。今後は適正に適用します。 

     ④ 今後は適正に執行します。 
   使用料及び賃借料の契約についても、今後は適正に執行します。 

 
□検討事項に関する措置 
    ご指摘のとおり、未収金削減のためにはその発生防止と早期回収が重要だと考えており、今後も
積極的に取り組んでいきたいと考えています。 

     請求回数を増やすことについては、定期請求を行なった後、支払期限までに納付又は支払相談がな
い者に対しては担当者が直接病棟に出向き、事情を聴取することになっています。また、高額の負担

が見込まれる者には、毎月 15 日に概算で入院費のお知らせをして中間の支払額を通知し、支払困難

者には納付相談を促しています。 

      早期の定期請求を行うことについては、現在はシステムの関係上、全入院患者のレセプト作成     

に時間がかかり、毎月10日以前に正確な金額で請求するのは困難な状態です。 
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  ただ、平成 18 年度には新システムを導入予定であり、その際、早期請求が可能かどうかについて
も検討していきたいと考えています。 

 
○ 財 務 課                               

（注意・留意事項） 

（１）契約事務について（注意事項） 

修繕料の契約については、契約金額 50 万円以上の契約が 12 件あるが、そのすべてが随意契約と

なっている。その中で、契約における決裁文書に見積書が添付されてないものが2件、契約書の契約

年月日の記載漏れが6件あった。また、契約金額50万円未満の契約が209 件あるが、その中で10件

を試査したところ見積書の見積年月日の記載漏れが 5 件あった。随意契約による場合は、2 人以上か

ら見積書を徴しなければならず（契約規則第 21 条の 3）、また、見積書を徴して業者決定通知後 7

日以内に契約書を作成し（契約規則第 21 条の 4）、当事者双方が記名押印した日付を契約する際の

契約年月日にして当該契約は確定する（地方自治法第234 条第 5項）ものである。 

これらの規定は、地方公共団体が事業執行に当たり、公正、機会均等、経済性を確保する必要から

規定されているので、今後はこれらの契約に関する規定を遵守していただきたい。 

（２）資産の管理について（留意事項） 

資産の管理について資産台帳と現品を２１台抽出し突合した結果、資産台帳に記載されているが、

現品がなく実態として廃棄処分されているものが５台（23.8％）あった。それは、資産の保管管理

の事務処理体制の不備により廃棄処分の記載もれ分が多い状況となっているものである。 

これらについては、資産の管理上、好ましくないので、資産管理の事務処理体制の整備を図り細心

の注意をもって資産を保管するとともに、那覇市病院事業会計規程第８３条（固定資産の用途廃止）、

同規程第８４条（売却等に関する報告）に基づき、適時に現品の保管状況を点検しながら資産台帳を

整備するなど資産の良好な保管管理に当たられるよう留意されたい。 

 

□注意事項に関する措置 

 ご指摘のあった医療機器の修繕における契約年月日の記載漏れについては、確認後追記し補完しま

した。今後は適正に処理します。 

    なお、医療機器の修繕については、患者さんの生命に重大な影響を及ぼす場合もあるなど、その

重要性及び特殊性から納入業者しか修繕を引受けてもらえないこともあり随意契約とせざるを得ず、

２人以上からの見積書の徴取は困難な場合もありますが、このようなやむを得ない場合は起案に明

示する等改善を図りたいと思います。 

 
 □留意事項に関する措置 
ご指摘のあった物品については、配置先からの「不用品処分の報告」に基づき廃棄処分の手続を

行いました。今後は定期的に保管状況を点検するなど、適切な保管管理に努めていきます。 
 

 
○ 企 画 課                          

（指摘事項） 
契約事務について 
使用料及び賃借料については、入札による契約が 13 件、随意契約が 6 件なされている。その随意契

約において随意契約理由が不明確なものが４件あるが、随意契約は例外方式とされているものであり、

随意契約をするには、地方自治法施行令第167 条の 2第 1項の第 1号から第 9号に該当する必要があり、

不適切な契約方法となっている。また、債務負担行為なしで複数年の間、単年度毎に随意契約をしてい
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るものとして新給食管理システムの賃借があるが、これについては複数年間の契約が妥当である。この

場合には地方自治法第214 条に基づき債務負担行為の手続きを行うべきである。 

  これらの規定は、地方公共団体が事業執行に当たり、公正、機会均等、経済性を確保する必要から

規定されているので、今後はこれらの契約に関する規定を遵守していただきたい。 

 

□指摘事項に関する措置  

 指摘事項の使用料及び賃借料の契約事務に関し、随意契約理由が不明確な契約については、事務的に

不適切な対応により行われたもので、平成１４年度以降の契約事務からは改善しました。 

また平成１２年度に契約した新給食管理システムの賃借契約にかかる債務負担行為に関しては、債務

負担行為の設定期間を本来５年間に設定すべきところを事務的ミスにより３年間に誤設定してしまいま

した。 

平成１３年度以降の複数年契約分については適切な債務負担行為を設定し改善しました。今後とも

チェック機能を強化し適切な契約事務に努めていきます。 
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